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及びシステムの弾力性 (       ) を中心に １
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｢災害の社会学｣ への一つの視点はこのような災害が個人､ 家族､ 地域社会
等の諸集団に及ぼす影響､ ならびにその影響に対する対処を通して社会が再
組織化される過程を研究するものである｡ かつて ｢災害の社会学｣ が意識さ









つように思われる｡ 第一にそれは､ 完全に家族に外在し､ 家族の統制ど
ころか､ いっさいの人為をほとんど施しえない超社会的現象として認識
されるのが一般的である｡ 第二にそれは､ 家族の有する人的・物的資源
に､ 当該家族の予期しえない内容と程度において､ しかも瞬時的に､ 物
理的な損傷を与える｡ と同時にそれは､ 家族にとって､ より直接的な社
会環境を構成する諸集団・諸組織へも同様の損傷をしばしば及ぼす｡ お






















会､ 県土木事務所､ 日赤県支部､ 県企業局､ 県保健所､ 自衛隊防疫中隊､ 警
察署､ マスコミなどのフォーマルな組織による救援体制により包囲され､ そ



























































含され得る｡ 行政組織､ 企業､ 宗教組織､ 家族､ 親族組織､ 近隣社会組織､
医療機関､ 各種のＮＰＯ法人や任意団体などがそれである｡ もちろん､ 地域
社会の都市化度や地域の圏域の広狭等に応じて､ 含まれるものもあれば含ま










あり､ ストレッサーである｡ それは､ システムにストレスを生み出し､ それ
らシステムをシステム障害の状態､ 機能停止の状態に置くのである｡ しかし､
















このような過程についてはすでに､ 渥美 [2007] らは新潟中越地震の被災























よると､ この地震は神戸市長田区､ 須磨区､ 兵庫区､ 中央区､ 灘区､ 東灘区､
芦屋市､ 西宮市､ 宝塚市の一部､ 淡路島北部の北淡町､ 一宮町､ 津名町の一
部で震度７､ 他の神戸市内及び洲本町で震度６､ 京都､ 彦根､ 豊岡で震度５
を記録し､ 震度１まで含めるとその他の本州内では関東地方､ 中部地方の各




死者6 433人､ 行方不明者３人､ 重軽傷者43 792人に及び､ さらに住家被害と
して､ 全壊104 906棟 (世帯数にして186 175世帯)､ 半壊104 906棟 (世帯数
にして274 182世帯)､ 一部損壊263 702棟､ 合計512 882棟にも及んだ｡ 地震
発生後に発生した火災は285件であり､ そのほとんどは建物火災 (261件) で
あった｡ 被害にあった建物は9 017棟､ うち住家数は6 558棟､ さらにそのう
ち全焼は6 148棟であった｡ 水道断水の被害は約130万戸､ ガス供給停止の被






も特に消防部門である｡ 例えば､ 神戸市生田区の消防署は ｢阪神大震災72時
間ドキュメント｣ と題して､ この初動の様子を記録している (『阪神大震災
活動記録 未曾有の災害体験 消防職員の声そして思い－阪神大震災消防活


















道､ 電気､ ガスなどのライフラインが寸断して供給が停止し､ 道路網も寸断
され､ かろうじて援助食料の地域外からの搬入がなされた｡ ボランティア組
織やボランティア要員をはじめとする人的支援の確保が急がれた｡
被害は住民の焼死､ 重軽傷､ 家屋の半壊､ 倒壊､ 焼失､ 住民の死亡､ ライ






ち家族､ 地域社会､ 各種教育機関､ 病院・福祉施設､ 企業､ 官庁等々や個人
に多大な衝撃を与え､ それらの機能を混乱させ､ あるいは機能停止に陥らせ
た｡ にもかかわらず生き残った被災者たちの生活が､ 行政組織､ 自衛隊､ Ｎ
ＰＯ法人のボランティア組織やその活動に参加した個々のボランティア､ 被
災しなかった親族や友人・知人など多種多様な人びとのつながり (ネットワー
ク) を通して､ 復旧していった｡ このようなシステム復旧の過程は､ ある意
味において意図・計画しない壮大な ｢社会実験｣ であったとも言える｡ この
｢実験｣ を通して明らかになっていったのは､ 個々の地域社会や家族が持つ
潜在的なシステム回復力―本稿では ｢システムの弾力性｣ と呼ぶもの―であっ
た｡ もちろんこれがすべてではない｡ 被災し､ 焼死し､ 崩れた家の下敷きに
なり圧死した人々も少なくない｡ その数は６千人を超えた｡ それにも拘わら









































この報告書において松田 [1995] はまず､ ｢災害対応と家族の構造｣ に焦









これらのことから､ 同報告書は､ ｢避難所で暮らすということは､ 否応な
く他人 (より正確に言えば､ ｢他の家族の成員たち｣) と生活を共にすること
であり､ そこには､ 他人と協調できるか､ 他人の視線を気にしないでいられ
るか､ 等の課題が存在する｡ 一方で､ その課題は子どもの年齢とも大きくか
かわってくるので､ その年齢によって家族の対応も違ってくるようである｡｣

















弾力性 (       ) を示しているといえるだろう｡ 一瞬､ 親は関係を見ずに




























て肯定的に経験化され､ あるいは ｢精神的後遺症｣ は大きいが､ 震災そのも
のは終わったと自覚し､ それを整理し始めている､ という分析がなされてい


































































































口町で震度７､ 小千谷市､ 山古志村､ 新潟県小国町で震度６強､ 長岡市､ 十
日町市､ 栃尾市､ 越路町､ 三島町､ 堀之内町等々で６弱を観測した｡ その後
も震度6 5に達するような強い余震が続発したのが､ 新潟中越地震のおおき
な特徴である｡
この地震の被害として､ 死者数は13名､ 負傷者数は2 276名､ 全壊家屋の
数は2 689棟､ 大規模半壊の数は1 433棟､ 半壊の数は7 894棟､ 一部損壊は65 
184棟にのぼった｡ 火災発生件数は計６件であった｡ 市町村のうち人的被害
ならびに建物被害で特に大きな被害を受けたのは人口規模も戸数も最大の長
岡市である｡ 震源地の川口町､ 旧山古志村､ ならびに小千谷市も大きな被害
を受けた｡ この三市町村は新潟平野の南部に位置する互いに隣接する市町村
である｡ 旧山古志村は被災後長岡市に合併された｡ 今回の調査で訪れ､ 面接
聞き取り調査を行ったのはこれらのうち旧山古志村である｡



































ように私たちには理解できた｡ その結果､ 面接時のＳさんは､ 借入金の早期
返済という明確な目標設定の下に､ 満室の日もあるくらいの盛況の旅館経営
を夫や姉の信頼できる助力をえながら進めていくというものであった｡ 彼女
は調査時点ではすでに､ 心に張りを持たせる ｢適度なストレス｣ の日々を送っ
ているように思われた｡
この例においては､ Ｓさん個人の､ その物腰の柔らかさ､ 穏やかな語り口






































































































呼べる､ ｢ＪＳＩ (災害時救援チーム・グリーンクロス)８｣､ ｢ヒューマン・
エイド22９｣､ ｢ままとんキッズ10｣ という三つのＮＰＯ法人と四つの ｢子育て
支援センター｣ の連携関係からなる ｢子育て支援センターネットワーク｣










フ派遣､ おもちゃや楽器の寄付等々多岐にわたった｡ このような活動は､ 車






[長岡市災害対策本部､ 2005] の実施であった｡ 因みにアンケート調査の対
象地域は広範な被災地のうち小千谷市､ 長岡市､ 十日町市､ 見附市の四市町
であった｡ 調査項目は地震直後の生活 (避難場所､ 自宅以外で過ごした日数､
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子どもを連れての避難で必要と感じたこと､ 子どもの身体的な症状)､ 心配
事､ 役に立ったもの､ 支援センターへの寄付内容で希望するもの､ 励まされ
たこと・残念だったこと､ 及び自由回答欄からなる｡ 配布数225部に対して
回収数は216部 (回収率 96 0％) であり､ 非常に高い回収率を得ている｡
これはアンケート調査に対する被調査者の期待の大きさを示しているとも言
える｡ 悉皆調査か厳密なサンプリング調査かは不明だが､ おそらくは前者で
あろう｡ 回答者は圧倒的に女性が多い (91 2％)12｡ 第一子が６歳未満の家族
が177家族 (81 5％)､ 第二子が６歳未満の家族が107家族 (49 5％) であった｡
第一子が三歳未満の家族は108家族 (50％)､ 第二子が三歳未満の家族は82家
族 (38 0％) であった｡ 自宅以外に避難した家族は135家族 (62 5％)､ うち
避難期間が1週間以内であった家族は104家族 (48 1％)､ 同じく８日以上２
週間以内であった家族が31家族 (14 4％)､ ２週間以上80日以内の家族が37







｢オムツがなく､ 取り替える回数が減り､ おしりかぶれ｣ など､ 避難生活の
なかで子供を抱えた家族ゆえの適応の困難さを訴えるものが少なくなかった｡
全体としては乳幼児が過ごせる部屋 (106人)､ 年齢にあった食事 (88人)､






まされたこと｣､ ｢残念だったこと｣､ ｢今回の地震に関して｣ の三つが設定さ
れたが､ 相当数の書き込みが行われた｡ ｢励まされたこと｣ の多様な書き込
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み内容は大別して ｢近隣との関係､ 連帯｣ に言及したもの､ ｢近隣や地域以
外の人々からの物的支援と人的支援｣ (友人､ 知人､ 自衛隊､ ボランティア
などの支援や声援を含む) に言及したものに分けられる｡ ｢残念だったこと｣
の書き込み内容は大別して ｢支援物資や情報の滞り｣ に言及したもの､ ｢地








１) ｢壊滅的だった地域に新築中で引っ越して､ まだ道もすごく､ ブルー
になる｡ 余震もあり､ まだ落ち着かない｡ うちの主人は消防なので､ 自
分が子どもたちを守らなければと重荷から抜けきれない｡ 一家の主が居
ない家庭の不安はかなりのものです｡｣
２) ｢大変な経験をした｡ 子どもたちに怖い思いをさせてしまった｡ まだ
小さいので､ 記憶に残らなければいいと思う｡｣








もかかわらず､ 子どもたちに強いストレスを､ すなわち強度の怖い､ 辛い被
災体験をさせてしまったと後悔して自分を責めるこのような発話は何を意味
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１) ｢あのときの怖さは忘れません｡ しかし､ これによって得たこともた
くさんあったので､ これからの人生､ 子育てに生かしていこうと思いま
す｡ 人は弱いけど強さもたくさん持っていると感じました｡｣











所も悪い所も改めて発見できたし､ ある意味で ｢貴重な｣ 体験です｡｣
１)､ ２)､ ３) とも､ 母親として､ 被災経験に肯定的・積極的な意味づけ





























しい形を目指しました｣､ と ｢ＪＳＩ｣ の理事長､ 吉村憂希は報告書巻末ペー
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いう小部落である｡ 居住戸数が39戸､ 耕地が20町歩余りのこの集落において､ 1966年９月25日
に発生した山津波が39戸中33戸の家屋を押し潰した｡ 死者・行方不明者は部落人口198人中63




３ 藤見､ 1985､ 177－78頁｡ 藤見はここで自然災害に関しては ｢当事者間に全面的な了解・合意
が存在しやすい｡｣ と指摘しているが､ それは地域社会の有する特質－どの程度都市的である
かいなか―に左右されるし､ また後述する ｢三段階｣ の分類にしたがうならば､ 発生後の時間
の経過に応じた状況が緊急期であるのか､ 復旧期であるのか､ あるいは復興期であるのかによっ





『甲南大学の阪神大震災』 (阪神大震災の記録１) (神戸新聞総合出版センター､ 1996年) があ
る｡ この震災で16名の同大学学生が生命を失った｡ 第５章 ｢それぞれの震災体験｣ で12名の学




で､ 物欲が錯綜していて､ それで私もなんとなく満足していたようだったが､ 街がみにくいガ
レキになり､ 何もなくなったなかで人の心に触れると､ やっぱり大切なのは人間の心や精神的
なもの､ 自然なものだと感じて､ 前と同じものに何の魅力も感じられなくなった｡｣ またこの
学生は､ ボランティア活動のなかで被災した全盲者に出会い､ ｢目が見えないからよけいにこ
わかっただろうと思い､ 話を聞くと､ ｢私は見えないから､ 何がおこっているのかわからなく




７ この概念の歴史的展開に関する分析は､ アラン・ヤングの 『ＰＴＳＤの医療人類学』 に詳しい｡
研究者や臨床家の主張するＰＴＳＤの真理性を問い直し､ この概念が歴史的に構築され､ 科学
的推論としては大いなる不十分さを内包するものであることを論証しようとするものである｡
８ 大阪府堺市に本部を置くＮＰＯ法人｡ 1985年より草の根活動グループを結成､ 2000年にＮＰＯ
法人認証を得て､ ｢ＮＰＯ法人青少年育成審議会JSI｣ となる｡ 次世代育成・子育て支援､ 青少
年問題に関する教育支援､ 安全・安心まちづくり支援､ 災害時救援・防災教育支援､ 各種ボラ
ンティア・地域力向上育成支援等の事業を行っている｡
９ 新潟県新潟市に事務所を置くＮＰＯ法人｡ 2002年３月設立の新しい法人｡ 子育て支援センター
受託運営､ 災害支援プロジェクト､ 情報発信､ 企画の提案と実施､ イベントの企画と実施等の
事業を行っている｡
10 神奈川県川崎市に本部を置くＮＰＯ法人｡ 1993年､ 子育てママのタウン情報誌 ｢ままとんキッ
ズ｣ を発行するために子育て中の女性５人が集まり､ 1994年に同情報誌第一号を発行した｡
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2002年にＮＰＯ法人認証取得し､ ネットワーク活動､ 子育て講座開催､ 常設サロンの運営､ メー
ル相談・個別相談等相談事業､ 産後ヘルパーサポート､ 単行本・情報誌の発行､ 調査研究等多
岐にわたる｡
11 これらの活動の場所は､ 連携チームによるアンケート調査結果より判明したものである｡ アン
ケート調査は ｢新潟県中越地震に関するアンケート｣ と題するもので､ 2004年12月24日に配票
が開始され､ 2005年３月上旬に回収された｡
12 この数字は､ ｢子育て｣ 役割における今日のジェンダー的偏りを示唆していて興味深い｡
13 これは現代文化のもつ弾力性の問題につながるのかもしれない｡
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